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博士（法学）   小幡 宣和 
 
 

学 位 論 文 題 名 
 

アメリカにおける歴史的環境保全 
 

学 位 論 文 内 容 の 要 旨 
 

本学位論文は，歴史的環境保全をめぐる法的問題の日米比較を行うものであり，序章と終章を

含む６つの章から構成される。本論では，（１）アメリカにおける歴史的環境保全の連邦，州，地

方政府の制度，（２）連邦政府による歴史的環境保全立法の立法史，（３）歴史的環境保全に関す

る判例の発展を検討した上で，アメリカの歴史的環境保全の法的特徴を明らかにし，わが国へ示

唆を得ることを試みる。 
本論文は以下のような内容から構成される。序章では，これまで「歴史的環境」という概念が

日本や各国でどのように捉えられてきたのかということを明らかにした上で，「歴史的環境」は，

多面的かつ発展途上の概念であることを確認し，わが国におけるこれまでの議論状況を振り返っ

た。以上を踏まえて，わが国の歴史的環境保全をめぐる課題を提示した。 
第１章「日本における歴史的環境保全」では，第１節で，戦前から現代までのわが国の歴史的

環境保全の動きを整理し，第２節では，歴史的環境保全に関係する主要な法制度を取り上げた。 
第２章「アメリカにおける歴史的環境保全―1969年国家歴史保全法の立法史を中心に―」では，

第１節で歴史的環境保全の概要をまとめ，第２節で連邦の法制度を概観した。アメリカの歴史的

環境保全制度の始まりは，個人の取り組みや，地方の条例が中心であった。一方で，連邦の本格

的な取り組みは 1960 年代から始まり，それまでは，連邦法の制度が不十分な中で歴史的環境保全

の取り組みがなされ，保全のための中心的な法律の制定が望まれていた。歴史的環境保全の中心

的な連邦法である国家歴史保全法(NHPA; National Historic Preservation Act)の制定に当たっ

ては，様々なアクターが成立に向けて尽力した。特に，連邦機関が行う，もしくは資金を提供す

る事業について，歴史的環境に影響がないか調査することを義務付ける，いわゆるセクション 106

条項を盛り込むかについて，歴史的環境保全運動家たちと内務省の機関である国立公園局(NPS)

の間で激しい駆け引きが繰り広げられた。 

 第３章「アメリカにおける歴史的環境保全の法制度―多方面からのアプローチ―」は，第１節

で連邦の法制度，第２節で州の役割，第３節で地方政府の役割について概観した。 

歴史保全に関する法制度は，NHPA が中心的法律であるが，アメリカにおける歴史的環境保全制度

を捉えるために，NHPA のみならず，他の法律や，州法，地方政府の条例や制度を検討し，まず，

法律レベルでは，交通省法，ナショナル・トラスト法，国家環境政策法などの法律が，それぞれ

歴史的環境を保護するために機能していることを明らかにした。次に州レベルでは，連邦が NHPA



を執行するにあたって連邦と連携するほかに，州独自の取り組みをしており，税金面の優遇，州

登録制度といった制度を設けている。地方政府レベルでは，地方政府は，州から権限の委任を受

け，ゾーニング規制を行い，さらに歴史的地区では歴史地区ゾーニング規制を行う。 

 第４章「歴史的環境保全についての判例の歴史的変遷」では，第１節でポリス・パワー論の発

展を概観し，第２節及び第３節では，歴史的環境保全についての裁判例の歴史的変遷を検討した。

第４節では原告適格の問題について概観し，第５節では，その他の問題について触れた。環境問

題については，当初，事後的救済が行われていたが，次第に，主としてポリス・パワーの行使と

いった予防的解決法が取られるようになった。その中でも，歴史的環境保全に関連する制度であ

るゾーニングは，1926 年のユークリッド判決によって連邦最高裁から正当性を与えられ，1954 年

のバーマン判決では，美観目的のゾーニングにも大きな影響を与えた。時代とともに土地利用規

制目的も拡大し，ポリス・パワーと収用の境界が曖昧になっていく中で，アメリカでは，ポリス・

パワーの行使の要件である「一般福祉」要件が時代と共に拡大していった。歴史的環境保全がそ

の一例である美観規制は，一般福祉要件の拡大の例としてあげられる。裁判所は当初，美観規制

は，ポリス・パワーの行使を正当化するものではないとした。しかし，時代と共に美観問題が注

目されるようになるにつれ，美観目的の規制は，観光客を増加させ，経済を活性化させるので，

一般福祉を増進する効果を持ち，規制は正当なポリス・パワーの行使に当たるという解釈がとら

れるようになった。歴史的環境保全を目的とした条例が争われた事件においても，同様の結論に

より，条例の正当性が認められたが，特にこのような条例では，経済的利益のほかに，住民や当

地を訪れる観光客に対する教育効果を有するという判断がされていることは注目すべき点である。

さらに，最高裁のペン・セントラル判決により，歴史的環境保全が大きく前進した。 

 終章では，前章までで検討した法制度や判例を踏まえて，以下の点が，わが国に対する有益な

示唆となりうることを指摘した。（１）わが国の立法は，景観法やいわゆる歴史まちづくり法の制

定により，大きな発展を見せたが，歴史まちづくり法の重点区域の指定を受けるには，当該地域

内に，国の選定による重要伝統的建造物群保存地区や有形文化財などの指定物件がなければなら

ない。一方，アメリカの NHPA では，史跡の登録には，より柔軟な指定が可能となっている。わが

国の歴史的環境保全が，文化財保護行政から出発している点は，このような柔軟な指定を妨げて

いる一因となっており，都市計画制度へ組み込まれることが望ましい。（２）アメリカの歴史的環

境保全の手法として，経済的インセンティヴが代表的な手法の一つとしてあげられる。例えば，

歴史的建造物の改修や保護のための修理を行った場合には，税金の優遇措置が認められている。

一方，日本では，私人が所有する歴史的建造物の経済的優遇措置が不十分である点が指摘できる。

（３）歴史的環境を保護するために，NHPA のいわゆるセクション 106 条項では，連邦公共事業が，

登録された歴史的環境に影響を与えるかどうかの調査が義務付けられている。わが国でもこのよ

うな歴史的環境アセスメント制度の必要性や，その基礎となる歴史的物件の登録制度の充実が必

要となってくるだろう。最後に，非営利団体の歴史的環境保全の取り組みの中で，連邦，州，地

方政府との協働の取り組みの検討，ポリス・パワー規制の発展と歴史的環境保全立法の歴史的関

係性といった，将来の研究課題についての指摘を行った。 


